
公募型プロポーザル方式による手続き開始のお知らせ 

 

次のとおり提案書の提出を求めます。 

 令和６年１２月２０日 

世田谷区 

１ 事業概要 

（１）件名 

世田谷区職員住宅及び借上職員住宅の維持管理業務委託（概算契約） 

（２）業務内容 

  ① 住戸内・共用部分の修繕等業務 

   （ア）一般修繕 

   （イ）空室修繕 

   （ウ）特別修繕 

  ② 設備の保守管理業務 

   （エ）消防用設備点検 

   （オ）屋内外雑排水管清掃 

  ③ ①②にかかる業務管理 

（３）履行期間 

   令和７年４月１日から令和１０年３月３１日まで（３年間） 

※契約は単年度ごとに締結するものとし、各年度の契約は、当該契約の事業に係る区の予算配当

があること、前年度の履行状況が良好であること及び受託事業者に法令に反する事項など継続

して業務を受託し難い状況がないことを契約締結の条件とする。 

 

２ 参加資格要件 

次のすべての要件を満たす法人であること。 

（１） 東京電子自治体共同運営電子調達サービスにより世田谷区の競争入札参加資格者名簿に登録さ

れていること。または、当該資格を取得するに足る同等の条件を満たしていること。なお、当該資格を

有しない場合は、同等の条件であることを確認するため、下記の書類を提出すること。 

①履歴事項全部証明書 

②税務署が発行する納税証明書（「法人税」及び「消費税及び地方消費税」） 

③提案を行う事業所が所在する都道府県が発行する「法人事業税」の納税証明書 

④財務諸表（過去２年間）  

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同令第１６７条の１１第

１項において準用する場合も含む。）の規定に該当しないこと。また、同条第２項による措置を受けて

いないこと。 

（３）世田谷区から入札参加禁止又は指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

（４）都道府県民税・市町村民税又は法人市民税、固定資産税、都市計画税等を滞納していないこと。 

（５）会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に基づく更正手続き開始の申立て、又は民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申立てがなされていないものであること。 

（６）これまで平成３１年度以降官公庁において同種又は類似の業務を受託した実績経験を引き続いて

２年以上有すること。  



（７）世田谷区職員住宅及び借上職員住宅の維持管理業務委託事業者審選定員会委員が主宰、役員、顧

問及び所属をしている団体でないこと。 

（８）東京都内に本社または支店等を設置している法人であること。 

 

３ 提案書の提出者を選定するための基準 

 本件では、提出者の選定は行わず、参加資格の確認のみを行う。 

 

４ 提案書を特定するための評価項目 

 提出された提案書については、別に定める審査要領に基づき、下記（１）～（１０）の項目を審査す

る（第一次審査）。 

（１）職員住宅維持管理業務に対する基本的な考え方 

（２）業務執行体制（組織・執行体制、区との連絡体制、等） 

（３）施設管理・修繕について（考え方、経費縮減への取組み、等） 

（４）個人情報の保護、法令等の理解・遵守（個人情報保護の管理方法、コンプライアンス体制、等） 

（５）危機管理について（緊急時の対応・体制、新たな感染症等対策への取り組み、等） 

（６）再委託について（区内事業者の活用、検査確認体制、等） 

（７）事業者からの提言・提案 

（８）業務実績 

（９）見積金額の妥当性 

（10）経営状況 

 

５ プレゼンテーションの実施（第二次審査） 

 提案書を提出した全ての事業者に対して、プレゼンテーション審査を実施する（第二次審査）。 

 

６ 手続き等 

（１）担当所管課 

   総務部職員厚生課福利係 

   （世田谷区役所東棟５階５０２番窓口） 

   〒１５４－８５０４ 世田谷区世田谷４丁目２１番２７号 

   電話：０３－５４３２－２１１０ ＦＡＸ：０３－５４３２－３０１０ 

   E-mail：SEA02010＠mb.city.setagaya.tokyo.jp 

（２）実施要領等の配布期間、場所及び方法 

   配布期間 令和６年１２月２０日（金）から令和７年１月９日（木）まで 

         ※土、日、祝日を除く午前８時３０分から午後５時まで 

   配布場所、方法 

配布方法 世田谷区ホームページ（ページＩＤ：２０５１３）からのダウンロードま

たは担当所管課（上記６（１））窓口での配布に限る。ただし、実施要領内に記載の

ある各住宅の図面を記した別紙１については、参加表明書を提出した事業者に限っ

て、後日別途メールにて送付する。 

（３）参加表明書の提出期限、提出場所及び方法 

   提出期限 令和７年１月９日（木）まで（必着） 



         ※土、日、祝日を除く午前８時３０分から午後５時 

   提出場所 上記６（１）の担当所管課 

   提出方法 窓口へ直接持参又は郵送（記録のつくかたち） 

（４）招請通知の発送 

   令和７年１月１０日（金）に郵送及びメールで行う。 

（５）提案書等の提出期限、場所及び方法 

   提出期限 令和７年１月３１日（金）午後５時まで（必着） 

         ※土、日、祝日を除く午前８時３０分から午後５時まで 

   提出場所 上記６（１）の担当所管課 

   提出方法 窓口へ直接持参または郵送（記録のつくかたち） 

（６）プレゼンテーションの開催日及び内容等 

   開催日 令和７年２月上旬（予定） 

   内容  提案内容のプレゼンテーション（１５分程度）及び質疑応答（１０分程度） 

その他 集合時間及び場所等の詳細については、招請通知を送付した全ての事業者に対して別途

通知する。 

 

７ その他 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）契約保証金 免除 

（３）契約書作成の要否 要 

（４）当該業務に直接関連する他の業務の委託契約を当該業務の委託契約の相手方と随意契約により締

結する予定の有無 無 

（５）関連情報を入手するための照会窓口 上記６（１）に同じ 

（６）区は、この案件に参加を表明した者及び提案書を提出した者の称号・名称並びに提案書を特定し

た理由（審査経過等）を公表することができる。 

（７）提案に係る一切の費用については、すべて提案者の負担とする。 

（８）提案に係る一切の書類に虚偽があると認められた場合は、当該提案は無効とする。 

（９）提出期限以後の参加表明書及び提案書の差し替え又は再提出は認めない。 

（10）提案者から提出された書類は返却しない。また、審査に必要な範囲で複製することがある。 

（11）詳細は実施要領等による。 

（12）本案件は提案限度額を以下のとおりとしている。区との契約では単年度で予定価格２，０００万

円以上の業務委託契約は、世田谷区公契約条例の定める労働報酬下限額の対象となる。 

   

【提案限度額】※予算の関係で提案限度額を是正する可能性がある。 

令和７年度（令和７年４月～令和８年３月）   28,303,550円（税込） 


